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■
実
施
方
法

１
．
個
人
会
員

①
前
期
分
の
会
費
が
納
入
済

の
事
業
者
に
対
し
て
は
、
納

入
金
を
緊
急
支
援
金
と
し
て

支
給
し
た
上
で
、
後
期
会
費

の
支
払
を
減
免
す
る
。

②
全
期
分
の
会
費
が
納
入
済

の
事
業
者
に
対
し
て
は
、
全

期
分
納
入
金
を
緊
急
支
援
金

と
し
て
支
給
す
る
。

２
．
法
人
会
員

①
前
期
分
の
会
費
が
納
入
済

の
事
業
者
に
対
し
て
は
、
後

期
会
費
の
支
払
を
減
免
す

る
。

②
全
期
分
の
会
費
が
納
入
済

の
事
業
者
に
対
し
て
は
、
納

入
金
の
２
分
の
１
を
緊
急
支

援
金
と
し
て
支
給
す
る
。

３
．
新
入
会
員

①
新
入
会
員
の
う
ち
、
小
規

模
企
業
者
に
該
当
す
る
個

人
・
法
人
事
業
者
に
つ
い
て

は
、
令
和
２
年
度
会
費
の
全

期
分
を
減
免
す
る
。

【
持
続
化
給
付
金
】

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
拡
大
に
よ
り
特
に
大
き

な
影
響
を
受
け
る
事
業
者
に

対
し
、
事
業
全
般
に
広
く
使

え
る
給
付
金
を
支
給
。

〈
給
付
額
〉

法
人
200
万
円

個
人
事
業
主
100
万
円

〈
支
給
対
象
要
件
〉

※
以
下
の
全
て
に
該
当
す
る
方

①
月
間
の
売
上
が
前
年
同
月

で
50
％
以
上
減
少
し
て
い
る

事
業
者

②
今
後
も
事
業
を
継
続
す
る

意
思
が
あ
る
事
業
者

③
法
人
の
場
合
は
、
資
本
金

の
額
又
は
出
資
の
総
額
が

10
億
円
未
満
、
又
は
、
そ
の

定
め
が
な
い
場
合
、
常
時
使

用
す
る
従
業
員
の
数
が
2,000
人

以
下
で
あ
る
事
業
者

〈
申
請
方
法
〉

①
パ
ソ
コ
ン
等
で
の
申
請

②
申
請
サ
ポ
ー
ト
会
場
で
の

申
請
（
完
全
予
約
制
）

〈
予
約
方
法
〉

①
Ｗ
ｅ
ｂ
予
約

②
電
話
予
約

℡
0570
―
077
―
866

〈
申
請
期
限
〉

令
和
３
年
１
月
15
日
（
金
）

※
当
所
大
ホ
ー
ル
で
の
申
請

サ
ポ
ー
ト
会
場
は
令
和
２
年

７
月
30
日
（
木
）
ま
で
。

【
栃
木
市
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
防
止
協
力
補
助
金
】

　

県
に
よ
る
協
力
金
を
受
給

し
た
市
内
事
業
者
に
対
し
、

補
助
金
を
支
給
（
最
大
12.5
万

円
）。

〈
申
請
期
限
〉

令
和
２
年
８
月
31
日
（
月
）

〈
問
い
合
わ
せ
先
〉

栃
木
市
商
工
振
興
課

℡
21
―
２
３
７
１

年
会
費
を
減
免
致
し
ま
す

年
会
費
を
減
免
致
し
ま
す

　
当
所
管
内
に
お
い
て
は
、
令
和
元
年
台
風
第
19
号
に
よ
る
被
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興

の
途
上
で
あ
り
、
併
せ
て
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に
伴
い
経
済

活
動
に
甚
大
な
影
響
を
受
け
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
支
援
と
し
て
、
小
規
模
企
業
者

に
該
当
す
る
会
員
事
業
所
の
年
会
費
を
減
免
致
し
ま
す
。

※
対
象
と
な
る
小
規
模
企
業
者
は

　
　

１
．
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
は
従
業
員 

５
人
以
下

　
　

２
．
製
造
業
そ
の
他
は
従
業
員
20
人
以
下

　
　
　

○
参
考　

中
小
企
業
基
本
法
に
お
け
る
小
規
模
企
業
者
の
定
義
（
第
２
条
第
５
項
）

　
　
　

※
入
会
申
込
書
に
ご
記
入
い
た
だ
い
た
内
容
で
判
断
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

※
対
象
事
業
所
に
は
、
８
月
末
日
ま
で
に
ご
通
知
い
た
し
ま
す
。

※
年
会
費
減
免
の
内
容
は

１
．
個
人
会
員　
　

令
和
２
年
度
会
費
全
期
分

２
．
法
人
会
員　
　

会
和
２
年
度
会
費
の
２
分
の
１

３
．
新
入
会
員　
　

個
人
・
法
人
共
に
、
令
和
２
年
度
会
費
全
期
分

●
詳
細
に
つ
い
て
は

　

管
理
課
ま
で

　

℡
23
―
３
１
３
１

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
受
け
る

　

事
業
者
へ
の
支
援
策　

〜
申
請
は
お
済
で
す
か
？
〜

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
受
け
る

　

事
業
者
へ
の
支
援
策　

〜
申
請
は
お
済
で
す
か
？
〜

●詳細については
持続化給付金申請用 HP

（http://jizokuka-kyuufu.jp）

または、持続化給付金事業コールセンター
TEL　0120－115－570
受付時間 8：30 ～ 19：00

（７月～ 12月は土曜除く）

持続化給付金 検索

【予約用ＱＲコード】
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●No.341 令和２年７月10日発行　●編集／青年経営者会

いよいよ始動「第２回 役員会」開催
　新型コロナウイルスの感染拡大により、会議・例会等の事業を見合わせていたが、去る６月15日、令和２年度初
めての顔合わせとなる第２回役員会が当所会議室において開催された。
　会議冒頭、若菜会長より活動を自粛していたが新たな生活様式も発表されたことを受け、感染拡大に充分注意し
ながらも事業を開始していきたい旨挨拶がされた。
　議題では、特別事業委員会より７月例会の協議上程がされた。主管する藤平特別事業委員長からは、当初予定し
ていた YEG グループウエアシステム活用促進というテーマから、喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症に
伴う各関連施策についての勉強会を行い、まずは各会員に対する事業再建・継続への一助となるよう企画した。開催
日は７月21日㈫と決定され、内容は更に協議を深めることとなった。また、開催手法等についても感染防止の徹底
や、WEB 上での参加等についても、今後検討することとなった。
　今年度、当初事業計画の変更等を行い、変化に対応した様々な事業展開を検討実施していくこととして会議は終
了した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営専務　市川　勝美

栃木県商工会議所青年部連合会「第 1 回 役員会（Zoom）」開催
　去る６月24日、栃木県商工会議所青年部連合会 
令和２年度 第１回 役員会が Zoom により開催され
た。会議は、第27回会員総会付議事項を議題として、
前年度事業報告・決算について協議し、全会一致で
承認可決決定した。なお、開催方法等については「参
集して開催することとし、状況をみながら判断する」
となった。
　そのほか、小栗会長より「災害時マニュアルの作
成について」、また「栃木県商工会議所青年部連合
会相互支援について」の議案が上程された。直近で
の台風19号による激甚災害や、新型コロナウイルス感染症による世界全体での大きな被害等に対し、単会での初動
対応マニュアルや、県を束ねる県連の役割を認識し YEG としてのスケールメリットを活かした相互支援を実現さ
せたい旨話がされた。本件については、令和２年度の１年間をかけ協議を進めていくこととなった。　　　　　　　　　　　　　　　

会長　若菜　克友

　本年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の状況を鑑みながら事業を実施する。新規事業や他女性会との交流・
連携を通して活動の幅を広げ、当会の目的を達成するため次の事業に取り組む。

実施日 事　　業　　名 内　　　　容
2020.5.19　 通 常 総 会
随　　時 役員会・正副会長会議
未　　定 視 察 研 修 未　　定 
随　　時 異業種交流会、経営研修・勉強会 会員同士の交流・PR 活動、企業経営に関する研修・勉強会

2020.10.23～25 ［全国商工会議所女性会連合会］全国大会 全国商工会議所 女性会連合会　第52回倉敷全国大会
2020.12 栃木県内商工会議所女性会等広域事業講演会 主催：宇都宮商工会議所女性部
2021.1.15 講　演　会 小平浪平翁生誕記念講演会（小平浪平翁記念会 協力事業）
2021.2 交　流　会 新年交流事業
2021.3.11 ［関東商工会議所女性会連合会］ 講演会 関商女性連と東商女性会との共催による講演会
随　　時 交流・連携 県内・関東・全国商工会議所女性会との交流・連携

令和２年度事業計画

女性経営者会NEWS女性経営者会NEWS


